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研究要旨： 

実臨床に準じた環境で実施するCST（Cadaver surgical training：ご遺体を使用した手術

手技研修）では、内視鏡や手術顕微鏡などの医療機器やインプラントなどの手術材料が必要

であるが、実際の手術と異なり、これらの費用を診療報酬として請求することはできない。

また、献体の登録、ご遺体の保存、管理等の業務にも新たな運営経費と人的資源が必要とな

る。しかし、受講する医師からの参加費のみでこれらの経費を賄うことは不可能であり、大

学内の新たな予算に加えて、厚生労働省の「実践的な手術手技向上研修事業」などの補助金

や、医療機器メーカー等からの医療機器の貸与などがなくてはCSTの実施ができない現状が

ある。一方、医療機器開発では、共同研究・受託研究契約を締結することで、企業からの研

究費を運営経費に充てることが可能であるが、ご遺体を使用した医療機器開発に関しては、

国内の実施例がほとんどなく、実施基準は示されていなかった。そこで本研究では、立法、

行政、企業、研究者（法学者、倫理学者）を招聘し、CSTにおける適正な企業の関与とご遺

体を使用した医療機器開発の実施要件ついて議論を重ねてきた。研究の最終年度となる令和

2年度はCSTに関する利益相反マネジメントに対する指針をQ&A形式の「臨床医学の教育及

び研究における死体解剖のガイドラインに関するQ&A」としてまとめた。また、医療機器開

発における遺体使用は、「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」を遵守して実施す

べきとし、これに基づき「遺体を用いた医療機器研究開発（R&D）の実施におけるリコメン

デーション（勧告）」を作成した。これらは日本外科学会CST推進委員会で「臨床医学研究

における遺体使用に関する提言」としてまとめられ、令和2年9月に日本外科学会から公表さ

れた。これらの成果により、我が国における今後のご遺体を使用した臨床医学教育と医工連

携の推進が期待できる。 
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A 研究目的 
医療の高度化・複雑化に対応し、安全な

医療を広く提供するには、効率的な手術手

技教育が求められている。主な教育手法に

は OJT（on the job training）、シミュレー

ション、動物を用いた修練（アニマルトレ

ーニング）などがある。従来からの手術手

技教育の基本は OJT であるが、生命の危機

に直結する高度な手術手技など、「失敗しな

がら」学ぶことのできない医療技術の習得

には、“on the job”を補完する教育手法が必

要である。シミュレーションは研修医など

の基本手技の習得には有効な教育手法であ

るが、各専門領域で広く普及するには至っ

ていない。アニマルトレーニングは内視鏡

外科手術や外傷手術の習得などには望まし

い手法だが、トレーニングの施行可能な動

物実験施設は限られており、費用が高く、

研修機会が限られるなどの問題がある（1-

3）。Cadaver surgical training（CST：ご

遺体を使用した手術手技研修）は、諸外国

では手術手技教育の手法の一つとして確立

しているが、我が国においても平成 24 年に

「臨床医学の教育及び研究における死体解

剖のガイドライン」が公表され、関係法令

との一定の整理が図られたことで、ガイド

ラインに沿った実施体制が整備されつつあ

る（1,2）。 

一方、CST の普及に従い、CST の実施に
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おける企業や NPO の関与や、成果物の公

表・出版、学会・研究会等での CST の中継

（ライブデモ）や、医療機器開発における

ご遺体を使用した臨床研究などの、ガイド

ラインでは可能としているものの詳細な記

載がなく、実施に際して慎重な判断が必要

な事例に関しては、実施団体からの質問に

対して日本外科学会 CST 推進委員会がそ

の都度回答している状況であった。 

そこで本研究では、3 年間の研究期間に、

国内・海外の調査研究から CST の現状と課

題を把握し、ガイドラインを補足する新た

な提言をまとめ、公表することを目的とし

た。 
 
B 研究方法 

CST に対する企業や NPO との関わりや、

ご遺体の写真を含む成果物の公表・出版の

ルール、学会・研究会等での CST の中継（ラ

イブデモ）の手続きや、医療機器開発にお

ける遺体を使用した臨床研究の進め方など、

ガイドラインで可能としているものの実施

に際して慎重な判断が必要な事例に関する

実施要件を検討すべく「産学連携における

献体使用に関するワーキンググループ」を

令和元年度に立ち上げて、立法、行政、企

業、研究者（法学者、倫理学者）を招聘し、

献体制度の無償の精神性を保ちつつ、医工

連携を推進するための要件を整理し、提言

案をまとめてきたが、提言案は日本外科学

会 CST 推進委員会で更なる検討を加えら

れ「臨床医学研究における遺体使用に関す

る提言」として、公表された(３) 

本年度研究の実施概要は以下のとおりで

ある。「産学連携における献体使用に関する

ワーキンググループ」の検討案に対し、委

員会全体で持ち回りで検討を加えた後に、

日本解剖学会や外科系諸学会に所属する委

員を含む日本外科学会 CST 推進委員会に提

示した。日本外科学会は、日本外科学会 CST

推進委員会での更なる検討を経てこれを承

認し、令和２年 9 月に「臨床医学の教育及

び研究における死体解剖のガイドラインに

関する Q&A」並びに「遺体を用いた医療機器

研究開発（R&D）の実施におけるリコメンデ

ーション（勧告）」を「臨床医学研究におけ

る遺体使用に関する提言」にまとめ、公表

した(３)。 

さらに令和 2 年度の第 120 回日本外科学

会の関連企画として、当初、4 月にライブ

CST が CST 推進委員会との共同で企画しれ

ていたが、初めての試みでライブでのリス

ク回避が懸念されたため、事前録画した

CST のライブ公開を行うこととなった。そ

して、コロナ下で順延となった学会の 8 月

15日に動画を公開することとなった。それ

に伴い 7 月 30 日に行われた CST のライブ

デモンストレーションに対して「産学連携

における献体使用に関するワーキンググル

ープ」ではライブデモンストレーション後

に実施内容を検討し、動画公開に際する留

意点に関する指導を実施した。さらに、10

月 15 日に全体会議を行い、ライブデモンス

トレーションを含めた、「臨床医学研究にお

ける遺体使用に関する提言」公表による効

果を確認し、今後の方向性を検討した。 
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C 研究結果 

CST に関する諸問題への回答は Q&A 形

式とし、「臨床医学の教育及び研究における

死体解剖のガイドラインに関する Q&A」に

まとめた。また、ワーキンググループでの

議論を通じて、医療機器開発における遺体

使用は臨床研究であり、「人を対象とする医

学系研究に関する倫理指針」を遵守して実

施すべきとの見解が厚生労働省、文部科学

省から得られ、本見解に基づいて、「遺体を

用いた医療機器研究開発（R&D）の実施に

おけるリコメンデーション（勧告）」が作成

された。これらは日本外科学会 CST 推進委

員会での検討を経て「臨床医学研究におけ

る遺体使用に関する提言」としてまとめら

れ、令和 2 年 9 月に日本外科学会から公表

された（１）。 
また、国内での実施状況の調査結果と今

後の普及における課題は、研究者がそれぞ

れまとめ論文化した（２～３）。 

 

D. 考察 

CST、アニマルトレーニングなどの手術

手技実習では技術習得のために、実臨床に

準じた内視鏡や手術顕微鏡などの医療機器

やインプラントなどの手術材料を使用した

模擬手術を実施する。実際の手術において

は高額な医療機器や手術材料の費用は診療

報酬として請求することができるが、トレ

ーニングではこれらの費用を診療報酬とし

て請求することはできない。また、献体の

登録、ご遺体の保存、管理等の業務にも新

たな運営経費と人的資源が必要となる。し

かし、受講する医師からの参加費のみでこ

れらの経費を賄うことは不可能であり、大

学内の新たな予算に加えて、厚生労働省の

「実践的な手術手技向上研修事業」などの

補助金や、医療機器メーカー等からの医療

機器の貸与などがなくては CST の実施が

できない現状があり、今後の普及を進める

上での大きな課題であった。一方で、大学

と企業間の医療機器開発では、共同研究・

受託研究契約を締結することで、企業から

の研究費を学内の臨床研究の担当部署の運

営経費、設備費、人件費などに充てること

が可能であるが、ご遺体を使用した医療機

器開発については国内での実施例がほとん

どなく、実施基準は示されていない状況で

あった。 

本研究において「臨床医学研究における

遺体使用に関する提言」を作成し、これを

公表したことにより、手術手技実習と医療

機器開発を両輪とした臨床医学の教育研究

における献体使用を継続して実施可能とす

るための運営形態の確立に向けて、一定の

方向性を示すことができた（１）。さらにガ

イドライン公開後の我が国の CST につい

て、10 年のアーカイブを作り、これからの

在り方について提言を英文誌にまとめた

（２）。本研究を契機として、臨床医学の教

育、研究における遺体使用が今後更に発展

することに期待したい。 
 

E. 結論 

 国民に対して、高度な医療を安全に提供
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するためには、CSTの実施体制の充実が必

須である。本研究では、広く社会の理解と

支援が得られる臨床医学の教育研究におけ

る遺体使用の実施体制を確立すべく、CSTの

実施における留意点を具体的な事例をあげ

て提示した。また、医療機器開発等の実施

における遺体使用のルールを明確化した。 

これらの成果から、我が国における今後

のご遺体を使用した臨床医学教育と医工連

携の推進が期待できる。 
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